
介護予防ケアマネジメント・介護予防支援業務委託契約書 

 

南房総市地域包括支援センター○○○○（以下「甲」という）と                              

（以下「乙」という）とは、介護予防ケアマネジメント及び介護予防支援委託業務（以下「委託業務」という）につ

いて、次の条項により委託契約を締結し、信義に従い誠実にこれを履行するものとする。 

 

（委託内容） 

第１条 甲は、本契約書により介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）その他関係法令に規

定する介護予防ケアマネジメント及び介護予防支援（以下「介護予防ケアマネジメント等」という。）の業務を

委託し、乙はこれを受託する。 

（実施方法） 

第２条 甲は乙に対し、介護予防ケアマネジメント等の対象者を介護予防ケアマネジメント・介護予防支援業

務依頼書（以下「依頼書」という。）により通知し、併せて利用者基本情報・認定調査結果及び主治医意見

書を乙に交付する。 

２ 乙は、前項の規定により通知された介護予防ケアマネジメント等対象者に対し、依頼書の記載内容に従い

介護予防ケアマネジメント等を実施する。 

３ 乙は、介護予防ケアマネジメント等を行うに当たり、あらかじめ介護予防サービス・支援計画表を甲に提出

し、確認を受けるものとする。 

４ 乙は、介護予防ケアマネジメント等を行ったときは、サービス利用票及びサービス利用票別表を甲に提出

し、確認を受けるものとする。 

５ 乙は介護予防ケアマネジメント等の評価の確認を受けるため、甲の指定する期日までに、介護予防ケアマ

ネジメント・介護予防支援・サービス評価票を甲に提出する。 

（受託者の義務） 

第３条 乙は、その事業所に従事する介護支援専門員に介護予防ケアマネジメント等を行わせるものとする。 

２ 乙は、受託業務の開始に際しては、あらかじめ、介護予防ケアマネジメント等に従事する介護支援専門員

に係る名簿及び前項の資格を証する書類の写しを、甲の求めに応じて提出するものとする。 

３ 乙は、介護予防ケアマネジメント等に従事する者に対して、その研修の機会を確保し、その資質の向上に

努めるものとする。 

（委託料） 

第４条 甲は、委託業務に対する対価として、介護予防ケアマネジメント等を実施した対象者１人につき１月あ

たり、次に定める単価を乗じて得た額を委託料として乙に支払うものとする。 

   対象者１人につき１月あたり ３,８００円（消費税 281 円を含む） 

２ 初期加算分について、対象者１人につき１回に限り３,０００円（消費税 222 円を含む）を支払うものとする。 

３ 対象者の必要な情報を小規模多機能型居宅介護事業所に提供した場合等につき、小規模多機能型居

宅介護事業所連携加算として 3,000 円（消費税 222 円を含む。）を支払うものとする。 

（委託料の支払い） 

第５条 第４条に規定する委託料の支払いは、介護報酬の内委託料相当分を、乙が甲に代理して千葉県国

民健康保険団体連合会から受領する代理受領方式によって支払うこととする。 

２ 代理受領により委託料が乙に支払われた時点で、甲に対する乙の債権は消滅するものとする。 

３ 甲は、代理受領委任状（様式第１号）を保険者である南房総市へ提出するものとする。 

（契約期間） 

第６条 契約期間は、平成平成平成平成        年年年年        月月月月        日から平成日から平成日から平成日から平成        年年年年        月月月月        日日日日までとする。 

２ 上記契約期間満了日の前に、文書により契約終了の届出がない場合は、自動更新されるものとする。 

 

 



 

（権利義務の譲渡等） 

第７条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡若しくは継承させ、又はその権利を担

保に供してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得たときは、この限りではない。 

（再委託等の禁止） 

第８条 乙は、委託業務の全部又は一部を第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただし、甲が特別に

理由があると認めたときは、この限りでない。 

（委託業務の調査等） 

第９条 甲は、必要と認めるときには、乙に対して委託業務の実施状況につき、報告を求め、又は調査し、若

しくは指導することができる。 

（委託業務内容の変更等） 

第１０条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止することが

できる。この場合において、委託料又は委託期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこ

れを定める。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲はその損害を賠償しなければならない。損害額は甲

乙協議して定める。 

（事故が発生した場合の措置） 

第１１条 乙は、委託業務の実施に際して事故が発生したときは、必要な措置を講ずるとともに甲にその状況

を直ちに報告し、その指示を受けるものとする。 

（守秘義務の遵守） 

第１２条 乙及び介護予防ケアマネジメント等に従事するものは、業務上知り得た個人に関する情報その他の

秘密を漏らしてはならない。 

２ 前項に係る事項につき、乙及び介護予防ケアマネジメント等に従事する者は、甲が指定する誓約書を作

成し、提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第１３条 乙は、委託業務の実施（個人情報の漏洩等を含む）に関して、乙の責めに帰すべき事由により、甲

又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損害のうち、甲の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担するものとし、その額は、甲乙協議の上定める。 

（契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、いつでも契約を解除することができる。 

 （１）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）に規定する

基準に抵触し、委託業務を適切に行うことが困難であると認められるとき。 

 （２）指定居宅介護支援事業所の指定を取り消されたとき。 

 （３）南房総市地域包括支援センター運営協議会設置要綱第２条１号エによる承認が取り消されたとき。 

 （４）その責めに帰すべき理由により、契約期間内にこの契約を履行しないとき、又は完了する見込みがない

と明らかに認められるとき。 

２ 前項各号の規定により契約を解除した場合において、乙が偽りその他不正の行為により第４条に規定する 

委託料の支払いを受けたときは、その支払った額を返還させるものとする。 

（付則） 

第１５条 この契約に定めのない事項については、甲乙協議の上処理するものとする。 

  



 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各自１通を保管する。 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

  （甲） 委託者 

 

    千葉県南房総市○○○    ○○番地 

 

    社会福祉法人 ○○○ 

 

南房総市地域包括支援センター○○○○   理事長 ○○ ○○   ㊞ 

  

 （乙） 受託者   

 

法 人 住 所 

 

法 人 名 称 

 

居宅介護支援事業所名称 

 

代 表 者 名                                     ㊞ 


